
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

0.758 61 61 3
429 461 461 32

11 12 12 1
114 114 114 0

122
5

69
399
55

節　　　　　名
報酬                            
災害補償費                         
報償費                           

負担金、補助及び交付金                   

11
12

旅費                            
交際費                           
需用費                           
役務費                           

01
05
07
08
09
10

委託料                           
18

節

0
36 41 76 81

7,248 0
0

40

0

66 66 66 66

140

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
8,184

76
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

88.6
0.0

1.7

0.8

0.0
76

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

教育総務費 22,524

8,584

082 8,306 8,415 8,584

8,415

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的-1,823

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

8,108

8,002

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 1 1 1

国庫支出金 県支出金

7,248 7,248

0.0
0

7,248

140 140 0
1.0

8,108

0.2
1.4
5.6

 連結区分３  

事業区分３

28,197 27,160

主要事業

174

8,589 174

8,184

8,108 8,179 8,184

869,680

869,680

26,374

8,589

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

76

76

一般会計

政策的経費事業  

8,306

8,002 8,179

教育委員会費

０１０９０１０１

教育委員会運営費

教育委員会運営費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象新規継続 評価対象ソフト事業継続

8,108
0 0 0 8,184

0
0

0



　　　　　　　 行政課題に迅速かつ的確に対応できる体制づくりに努めた。総合教育会議を開催し、市長と教育委員会が今

　　　　　　　 後の教育施策の方向性を共有することにより、施策の推進を図った。また、教育委員会安全衛生委員会にお
　　　　　　　 いて、引き続き保健師による健康診断の健診結果に基づくスクリーニングを行い、産業医に報告するなど所

款

目

010

09

001

　　　　　　　 行政課題に迅速かつ的確に対応できる体制づくりに努めた。総合教育会議を開催し、市長と教育委員会が今

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育委員会運営費

教育総務課

01

所属

082

教育委員会運営費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　　　　　  進を図ることができる。
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

（2） 効果・目標値

　　・令和7年度　毎月の定例教育委員会会議では、教育委員と執行部が教育施策について協議を行うことで、地域の様々な

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　8,184千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　　　　 後の教育施策の方向性を共有することにより、施策の推進を図った。また、教育委員会安全衛生委員会にお
　　　　　　　 いて、引き続き保健師による健康診断の健診結果に基づくスクリーニングを行い、産業医に報告するなど所
　　　　　　　 属職員の健康観察の強化を継続するとともに、労働環境の充実に努めた。

　　・令和6年度　毎月の定例教育委員会会議では、教育委員と執行部が教育施策について協議を行うことで、地域の様々な

　　　　・効　　果　様々な分野から選出された教育委員が活発な議論を行うことにより、教育施策の充実を図るとともに、総
　　　　　　　 　 合教育会議にて市長と教育委員会が教育施策の方向性の共有を図ることで、円滑かつ効果的な教育行政の推

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　8,108千円

　　　　・根拠法令　地方教育行政の組織及び運営に関する法律
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）、秦野市教育
　　　　　　　　　振興基本計画、秦野市教育大綱

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　8,002千円

　　　　・目　　的　円滑な運営と活性化を図ることにより、教育施策の向上に資する。
　　　　・内　　容　教育委員会会議等を開催し、教育施策の協議を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０１

教育費

教育委員会費

項 01

事業１



　　　　・内　容　教育委員会会議をペーパーレス会議化するため、教育委員用タブレット（4台）の利用料

款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育委員会運営費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　・委託料32千円増

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会の出席費用（旅費）の増、教育委員会会議の会議時間増による反訳委託料

　　・秦野市教育振興基本計画とリンクした教育委員会点検評価を実施することで、継続的なＰＤＣＡサイクルによる事業
　　の見直し、改善を行い、施策の充実に努めている。

　　　該当なし

　もに、様々な分野の教育委員が審議や協議を行い、市民の関心や要望を適切に反映した教育行政の実現に努めていく。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　111千円（111千円）

　　・学力向上への取組や教職員の多忙化対策などの重要施策を中心に教育委員会会議での協議を踏まえ、着実な事業推進
　　を図る。

　　本市が抱える教育課題に対し有効な方針を検討するため、先進自治体への視察や国主催の研修会等で見識を深めるとと

　　の増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・旅費40千円増

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

事業１

　　・教育委員会点検評価の評価結果の更なる活用方法が求められている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　　　　 属職員の健康観察の強化を継続するとともに、労働環境の充実に努めた。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・総合教育会議等において、多くの人の意見を聴く機会を設定することが求められている。

082

教育委員会運営費

-3-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０１

教育費

教育委員会費

項 01



（単位：千円）

-8-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報償費                           
需用費                           
役務費                           

07
10
11

節

6

65 14
78

0

87 92 98 98

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
405
98

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

16.0
59.8
24.2

0.0
98

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

教育総務費 22,524

8,584

082 8,306 8,415 8,584

8,415

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的-1,823

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

307

304

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

167 164 242 242

国庫支出金 県支出金

51 51

0.0
0

65

307

 連結区分３  

自ら工夫改善事業区分３現状で実施

28,197 27,160

非主要

174

8,589 174

405

307 405 405

869,680

869,680

26,374

8,589

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

98

98

一般会計

義務的経費事業  

8,306

304 405

教育委員会費

０１０９０１０１

教育委員会表彰費

教育委員会表彰費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

307
0 0 0 405

0
0

0



　　・令和7年度　秦野市教育委員会表彰規則に照らして、被表彰候補者について審査し、表彰を実施した。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

020

09

001

　その家族が参加しやすい環境としている。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育委員会表彰費

教育総務課

01

所属

082

教育委員会表彰費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　304千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　教育長表彰式と教育功労者等表彰式を同日の土曜日又は休日開催とすることで、事務の軽減を図るとともに、被表彰者と

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　秦野市教育委員会表彰規則に照らして、被表彰候補者について審査し、表彰を実施した。
　　　　　　　 　教育功労者等表彰（表彰状　個人46人・団体20　感謝状　個人14人）教育長表彰（表彰状　個人33人・

　　　　　　　 　教育功労者等表彰（表彰状　個人31人・団体15　感謝状　個人9人・団体1）教育長表彰（表彰状　個人
　　　　　　　 33人・団体5）

　　　　　　　 団体7）

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　表彰等を行うことで教育・文化・芸術等の発展に繋げることができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　　307千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　　405千円

　　　　・目　　的　教育の振興に寄与した者などを表彰することにより、教育振興の更なる発展を目指す。
　　　　・内　　容　教育の振興に寄与し、その功績が顕著であった者や、文化・スポーツ等の分野で優秀な成績を収めた
　　　　　　　　　者の功績を讃え表彰する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-9-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０１

教育費

教育委員会費

項 01

事業１



款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育委員会表彰費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　　該当なし

　　引き続き、効果的・効率的な事業運営を意識しながら、適切な表彰を実施していく。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　・報償費14千円増
　　　・消耗品費65千円増　など

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

　　　表彰対象者の増及び記念品等の単価増のため

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　秦野市教育委員会表彰規則に照らして、被表彰候補者について審査し、表彰を実施する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

082

教育委員会表彰費
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０１

教育費

教育委員会費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

1.0
169 205 204 204 -1 1.9

0 150 107 107
251 154 154 -97

688 642 639 -49
0 55 55 55

139
578

0
138

0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

備品購入費                         
負担金、補助及び交付金                   

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

18

委託料                           
17

節

53
105 268 113 113

5,864 319
127

-155

0

272 849 902 902

120

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
10,652

485
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

55.1
22.2

2.3

8.5

0.0
485

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

教育費

教育総務費 22,524

18,576

083 14,219 19,782 18,576

19,782

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的-1,823

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

19,782

5,707

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

1,179 2,241 2,368 2,368

国庫支出金 県支出金

3,127 5,545

0.0
0

5,864

245 246 126
1.1

10,167

6.0
0.5
1.4

 連結区分３  

事業区分３現状で実施

869,680

869,680

26,374

-1,997

非主要

-1,997

17,785

17,785

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業10,652

-1,997

17,785

485

政策的経費事業  

14,219

14,219 18,576

事務局費

０１０９０１０２

教育一般管理経費

事務局運営費 10,167

01

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

0 0 0 10,652
0
0

0 10,167

929,702

10,697

28,197 27,160



　　　　　　　 秦野市幼児教育・保育環境整備計画に基づき、ほりかわ幼稚園は公私連携幼保連携型認定こども園に移行し

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　令和8年度からの5年間を計画期間とする、秦野市幼児教育・保育環境整備計画に基づき、公立幼稚園の配置の見直しを

款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育一般管理経費

教育総務課

02

所属

083

事務局運営費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　5,707千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）、

（2） 効果・目標値

　　・幼児教育・保育環境整備計画に基づき、公立幼稚園の配置見直しを着実に進めている。
　　・技術職の会計年度任用職員2名の雇用により、自前での施設の維持・補修が可能となり、大幅な経費削減を図っている。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　教育行政の円滑な遂行に資するため、各種施策に係る点検評価を実施するとともに、教育振興基本計画や
　　　　　　　 秦野市幼児教育・保育環境整備計画に基づき、ほりかわ幼稚園のこども園化に向けた取組を実施した。

　　　　　　　 、運営を開始した。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　・令和7年度　教育行政の円滑な遂行に資するため、各種施策に係る点検評価を実施するとともに、教育振興基本計画や

　　　　・効　　果　効率的な事務執行により、学校現場との連携強化及び教育環境の整備を図ることができる。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

　　　　　　　　　秦野市幼児教育・保育環境整備計画、公共施設再配置計画第２期基本計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 10,167千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 10,652千円

　　　　・目　　的　教育委員会事務局の円滑な運営により、教育施策の充実を図る。
　　　　・内　　容　教育委員会事務局の事務執行及び人権施策関連に必要な経費
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-14-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育一般管理経費

教育総務課

02

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組

　　・園児数の動向を注視しながら、幼児教育上望ましい集団性の確保を図るため、秦野市幼児教育保育環境整備計画に基づ
　　き、公立幼稚園の適正配置を推進する。
　　・施設の老朽化が進む中、修繕箇所が多くなってきていることから、引き続き、技術職の会計年度任用職員の活用により、
　　経費削減を図りながら、きめ細かな対応に努めていく。

　　　・報酬319千円増、職員手当127千円増、旅費126千円増
　　　・備品購入費107千円増　など

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　　公立幼稚園の配置の見直し

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　該当なし　

　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

　　　会計年度任用職員の報酬単価等の増、備品購入費の増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　図る。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

083

事務局運営費

-15-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01



（単位：千円）

-23-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           

10
11
12

節

-2,473

25 -16
7

0

8,455 9,574 7,847 7,101

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
7,133

-2,482
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.3
0.1

99.6

0.0
-2,482

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

教育費

教育総務費 22,524

18,576

083 14,219 19,782 18,576

19,782

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的-1,823

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

004

19,782

8,512

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

38 0 7 7

国庫支出金 県支出金

20 41

0.0
0

25

9,615

 連結区分３  

事業区分３

28,197 27,160

非主要

-1,997

17,785 -1,997

17,785

9,615 7,879 7,133

869,680

869,680

26,374

17,785

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-1,997

-2,482

一般会計

政策的経費事業  

14,219

14,219 18,576

事務局費

０１０９０１０２

教育一般管理経費

みらいの学び舎づくり推進事業費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

9,615
0 0 0 7,133

0
0

0



３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

010

09

004

　　　市民意見の聴取等、多角的な視点からの検討を要する。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育一般管理経費

教育総務課

02

所属

083

みらいの学び舎づくり推進事業費事業２

　　　　　　　　　　みんなで考えるみらいの学校整備指針

　　　　・ＳＤＧｓ　4　質の高い教育をみんなに　
（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　新たな学びを支える　
　　　　・目標値　該当なし

　　　　・内　　容　今後迎えることとなる学校施設の更新に向けて、令和6年度に策定した、「みんな
　　　　　　　　　で考えるみらいの学校整備指針」に基づき、各地域における望ましい学校施設（学び舎）

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・教育面、財政面、地域の中の学校のあり方などについて、学校関係者との意見交換や

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　 8,512千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　 9,615千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　 7,133千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　

　　・令和6年度　みんなで考えるみらいの学校整備指針策定、大根中学校区における意見交換開始
　　・令和7年度　大根中学校区学校整備懇話会提言書提出、大根中学校区学校整備構想策定

　　　　　　　　　のあり方についての意見交換を行いながら、各中学校区における学校施設整備構想を策
　　　　　　　　　定する。

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画〔基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備〕
　　　　　　　　　　教育振興基本計画、公共施設再配置計画、公共施設保全計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・目　　的　児童生徒の学習環境や学びの変化や児童生徒数の減少と施設の老朽化を背景に、
　　　　　　　　　将来的な学校施設の建替えに向けて、多様な学習活動に対応した学校施設の整備
　　　　　　　　　を行うことで、学びの質の向上を目指す。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-24-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01

事業１



款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３教育一般管理経費

教育総務課

02

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　・大根中学校区学校施設整備構想の策定に向け、地域との意見交換を踏まえながら一体となって検討を進める。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　2,863千円減

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　　歳出削減に資する合理的な施設整備の取組となる。

　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　・予算計上額（うち一般財源）　　7,133千円（7,133千円）
　　　・内　容　将来の学校施設の検討において、広域避難所としての役割・機能も含めた検討を行う。

　　　・予算計上額（うち一般財源）　　7,133千円（7,133千円）
　　　・内　容　将来の学校施設の検討において、一体的整備を前提とし、公共施設再配置の観点から、

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・大根中学校区学校整備構想策定に伴う経費の減額

　　・整備時期が最も早い大根中学校区において、大根中学校区学校整備懇話会から提出された
　　　大根中学校区小・中学校の整備等に係る提言書等を踏まえた、大根中学校区学校整備構想の策定に伴い、
　　　学校施設建設の設計業務を進めるため、さらなる住民理解や意見交換等を進める。

083

みらいの学び舎づくり推進事業費

-25-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01



（単位：千円）

-28-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
役務費                           
委託料                           

11
12

節
2,512 32

5,823

 371

市町村立学校働き方改革加速化補助金（補助率１／３・１／２・１

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-01-03-01-01/7010100000/0505 239
県立秦野養護学校末広校舎光熱水費等負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

99.4

査定額 増減額

0
58,657
5,855
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.3
95.7

0.0
5,733

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

小学校費 299,922

293,508

085 248,893 256,464 293,508

256,464

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的17,926

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

234,472

49,065

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 249

0.0 0.6
122

46,686 50,322 57,333 56,145

国庫支出金 県支出金

2,379 2,480

0.0
0

2,750

52,802
16-02-08-01-10/7010250000/0505

 連結区分３  

事業区分３

869,680

869,680

314,670

30,022

132

 

30,626

287,090

287,090

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業58,657

30,626

264,494

5,855

政策的経費事業  

248,893

226,254 272,087

学校管理費

０１０９０２０１

小学校施設管理費

設備等保守管理費 52,802

01

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ハード事業継続

371 0 0 58,286
0
0

0 52,553

929,702

60,083

296,744 346,813



　　　さらなる経費の削減が難しくなってきている。

（1） 増減理由
　　　・委託料について

款

目

010

09

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

085

設備等保守管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　58,657千円

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　保守点検の実施により、設備の修繕箇所等を把握し、対応することで施設の安全性を保つことができる。

    　いく。

　　・令和6年度　小学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託　 
　　・令和7年度　小学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託 

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・小学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託を引き続き実施して

　　・可能な限り経費節減を図り、必要最小限の予算計上としているが、人件費の上昇や施設の老朽化に伴い、

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　49,065千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　52,802千円

      ・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立小学校（13校）において、管理上必要な設備の法定検査等を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-29-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

      取り組む。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・各点検の指摘事項について、本課技術職員による精査及び現場確認を踏まえ、優先順位をつけ、効率的な改善に

　　　　各種委託事業における労務単価等人件費高騰による増
　　　　普通教室ＧＨＰ空調点検及びフロン漏洩点検の対象校変更による増
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　5,823千円増

085

設備等保守管理費

-30-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
委託料                           
原材料費                          

10
12
15

節

-4

21,441 7,525
-13

 0

13 35 31 31

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

19-01-01-03-07/0113300000/0505 0
ふるさと基金繰入金

名　　　　　　　称
充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
21,594
7,508
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

99.3
0.6
0.1

0.0
7,508

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

小学校費 299,922

293,508

085 248,893 256,464 293,508

256,464

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的17,926

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

002

234,472

16,825

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

127 135 122 122

国庫支出金 県支出金

16,686 13,916

0.0
0

27,258

14,086

 連結区分３  

事業区分３

296,744 346,813

 

30,626

287,090 30,626

264,494

14,086 27,411 21,594

869,680

869,680

314,670

287,090

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

30,022

7,508

一般会計

政策的経費事業  

248,893

226,254 272,087

学校管理費

０１０９０２０１

小学校施設管理費

施設維持補修費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ハード事業継続

14,086
0 0 0 21,594

0
0

0



　　　・学校施設の老朽化に伴い、予定外の緊急を要する修繕が生じており、計画的な修繕が難しくなってきている。 

（1） 増減理由
　　　・経年劣化が進み修繕箇所の増加による増

款

目

010

09

002

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

085

施設維持補修費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　14,086千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　老朽化した施設等の維持補修を行うことにより、施設の長寿命化が図られるとともに、施設の安全性を

　　　・施設点検による指摘や設備等の経年劣化による故障対応等について、適切かつ効率的な修繕を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　　・令和6年度　学校施設の維持管理上必要な修繕等の実施
　　　・令和7年度　学校施設の維持管理上必要な修繕等の実施 

　　　・可能な限り技術補助員により修繕を行うことで経費削減に努めている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　  保つことができる。
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　16,825千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　21,594千円
      ・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　

　　　　・目　　的　老朽化した施設等の修繕等を行い、施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立小学校（13校）における施設及び設備の修繕等
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1）目的・ 内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



款

目

010

09

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

　　　・設備等保守管理費で実施した保守点検等で上がった指摘事項については、実態を確認したうえ
　　　　優先順位を定め、効率的な修繕を行う。また、可能な部分については職員で修繕を行い、経費削減に
　　　　努めていく。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・修繕料　7,684千円増

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

085

施設維持補修費

-36-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

50
39,870 41,333 41,281 41,281

132,323 15,871
303

-52

 335

348 300 350 350

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-01-03-01-01/7010100000/0505 335
県立秦野養護学校末広校舎光熱水費等負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

99.8

査定額 増減額

0
181,320
16,172
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

73.0
4.0
0.2

0.0
16,163

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

小学校費 299,922

293,508

085 248,893 256,464 293,508

256,464

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的17,926

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

003

234,472

157,048

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 326

0.0 0.2
9

6,872 7,063 7,176 7,366

国庫支出金 県支出金

109,958 116,452

0.0
0

132,664

22.8

165,148

 連結区分３  

事業区分３

869,680

869,680

314,670

30,022

非主要

30,626

287,090

287,090

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業181,320

30,626

264,494

16,172

  

248,893

226,254 272,087

学校管理費

０１０９０２０１

小学校施設管理費

施設維持管理費 165,148

01

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

335 0 0 180,985
0
0

0 164,822

929,702

181,471

296,744 346,813



　　　ついては、昨今の猛暑等による空調使用の増加により、使用料が増加傾向にある。

（1） 増減理由
　　　・プロパンガスの単価値上げ及び使用量の増加による増

款

目

010

09

003

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

085

施設維持管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 181,320千円　

　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　教育振興基本計画、公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　安全・安心な学校運営を遂行することができる。

　　　・電気料等高騰の動向を踏まえ、節電や節水等を呼びかけながら適切な予算執行に努める。

　　・令和6年度　学校施設の維持管理に必要な経費の支出
　　・令和7年度　学校施設の維持管理に必要な経費の支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　引き続き、機器の使用や省エネ対策に係る適切な運用について、各校に徹底していく。　　　

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　・校舎等ＬＥＤ照明への転換に伴い、電気料の削減を図ることができたが、プロパンガスに

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）： 157,048千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）： 165,148千円

　　　・令和9年度予算　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　適切な施設の維持管理を行うことで円滑な学校運営を行う。
　　　　・内　　容　市立小学校（13校）における施設の維持管理
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



款

目

010

09

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）  70,725千円（70,725千円）

　　　　     
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・学校に対して、節電や節水等の取組の周知徹底を図るとともに、学校運営に支障をきたさないよう
　　　　適切な予算を確保する。

　　　　・内　容　電気料金のうち、再生可能エネルギー由来相当額（「ゼロカーボンシティ」に資する取組）
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

　　　・燃料費　15,023千円増
　　　・光熱水費　856千円増
　　　・使用料及び賃借料　52千円減

　　　・電気料金の最終保障契約単価での積算による増
　　　・水泳授業の民間委託実施校数が増となったことによる水道料金の減
　　　・学校用地借上料契約賃借料確定による減
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

085

施設維持管理費
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
使用料及び賃借料                      

10
13

節
910 48

439

 220

ふるさと基金繰入金

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-08-01-10/7010250000/0505 220
市町村立学校働き方改革加速化補助金（補助率１／３・１／２・１

名　　　　　　　称
充 当 額

92.5

査定額 増減額

-495
2,923

487
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

31.1
68.9

0.0
762

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

小学校費 299,922

293,508

085 248,893 256,464 293,508

256,464

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的17,926

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

004

234,472

3,316

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 7.5
220

988 1,574 2,212 2,013

国庫支出金 県支出金

850 862

0.0
0

910

2,436
19-01-01-03-07/0113300000/0505

 連結区分３  

事業区分３

0

296,744 346,813

 

30,626

287,090 30,626

264,494

2,436 3,122 2,923

869,680

869,680

314,670

287,090

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

30,022

487

一般会計

政策的経費事業  

248,893

226,254 272,087

学校管理費

０１０９０２０１

小学校施設管理費

安全確保対策事業費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

1,941
220 0 0 2,703

495
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

085

安全確保対策事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　2,923千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）

　　　　　　　　　　４　質の高い教育をみんなに
（2） 効果・目標値

　　　・新小学生の安全確保のため、防犯ブザー及び登校旗等の整備
　　　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止（画像監視カメラ録画装置保守点検委託及び賃貸借）

　　・令和6年度　新小学生の安全確保のため、防犯ブザー及び登校旗等の整備
　　　　 　　　　防犯カメラ設置による不法行為の抑止（画像監視カメラ録画装置保守点検委託及び新規賃貸借）
　　・令和7年度　新小学生の安全確保のため、防犯ブザー及び登校旗等の整備
　　　　　　　　 防犯カメラ設置による不法行為の抑制（画像監視カメラ録画装置保守点検委託及び賃貸借）

　　　・防犯ブザー等の貸与や防犯カメラの設置により、事件事故の発生抑止に努めた。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　果　防犯対策及び防犯設備等の整備により安全安心な教育環境を整備することができる。
　　　　・目標値　該当なし

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　3,316千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　2,436千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　児童が安全・安心な学校生活を送れるようにする。
　　　　・内　　容　防災・防犯対策及び防犯設備等の整備
　　　　・ＳＤＧｓ　３　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-47-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

　　　・防犯ブザーなどの更新を定期的に行い、安全対策に努める。
　　　・非構造部材の耐震化等、施設の安全対策に努める。
　　　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止を行う。

　　　該当なし　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

　　　・使用料及び賃借料　439千円増

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

      ・登校旗の単価料金の値上げのため増
　　　・新規防犯カメラの設置のため増
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      ・消耗品費　48千円増

085

安全確保対策事業費

-48-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）

-50-

令和 8年 2月17日

計

156 0 0 -156
200 0 100 -100

4,251
0
0

節　　　　　名
報償費                           
旅費                            
需用費                           

18

役務費                           
使用料及び賃借料                      
備品購入費                         
負担金、補助及び交付金                   

07
08
10
11
13
17

節

203
754 767 788 762

1,021 -160
0

-5

 0

16,286 15,182 13,903 15,385

4,451

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

19-01-01-03-07/0113300000/0505 0
ふるさと基金繰入金

名　　　　　　　称
充 当 額

100.0

査定額 増減額

-1,300
22,596

604
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.5
0.3

23.3

68.1

0.0
1,904

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

小学校費 299,922

293,508

085 248,893 256,464 293,508

256,464

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的17,926

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

21,992

22,640

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

52 55 55 55

国庫支出金 県支出金

1,296 1,181

0.0
0

1,181

5,494 5,273 822
3.4

21,992

0.0
0.4

 連結区分３  

事業区分３

296,744 346,813

非主要

30,626

287,090 30,626

22,596

21,992 21,421 22,596

869,680

869,680

314,670

287,090

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

604

604

一般会計

政策的経費事業  

248,893

22,640 21,421

学校管理費

０１０９０２０１

小学校運営経費

小学校運営費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

20,692
0 0 0 22,596

1,300
0

0



　分に留意する必要がある。

款

目

020

09

001

　　財政状況を踏まえ、可能な限り学校経費の節減に取り組んでいるが、このことにより学校運営に支障をきたさないよう十

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校運営経費

教育総務課

01

所属

085

小学校運営費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　22,640千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　各学校の実情に合わせ予算を有効に配分するため、学校配当に枠配分方式を導入し、円滑な学校運営を支
　　　　　　　 援した。また、古くなった学校用印刷機を入れ替えにあわせ、機能を高度化し、教職員の事務の効率化を図

　　・令和7年度　各学校の実情に合わせ予算を有効に配分するため、学校配当に枠配分方式を導入し、円滑な学校運営を支
　　　　　　　 援した。また、古くなった学校用印刷機を入れ替えにあわせ、機能を高度化し、教職員の事務の効率化を図
　　　　　　 　るとともに、破損した児童用机椅子の交換及び修繕を行い、快適な学習環境を整備した。

　　　　　　 　るとともに、破損した児童用机椅子の交換及び修繕を行い、快適な学習環境を整備した。

　　　　・効　　果　備品や机・椅子の購入により安全な教育環境を整備するとともに、事務機器の導入等により教職員の事務
　　　　　　　　　の効率化を図ることができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　21,992千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　22,596千円

　　　　・目　　的　円滑な学校運営に資する。
　　　　・内　　容　小学校の管理運営に必要な経費
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校運営経費

教育総務課

01

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、全校との予算要望ヒアリング等により、必要最小限の予算計上に努めていく。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      使用量及び賃借料822千円増

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし

　　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　可搬型階段昇降機の賃貸借の新規計上

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　備品整備に当たっては、全校との予算要望ヒアリングを実施し、他校等で不要となった備品を必要な学校で活用するなど
　経費削減に努めている。

085

小学校運営費
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）

-58-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
委託料                           
工事請負費                         

12
14

節
22,550 22,200

-34,900

 17,500

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

22-01-07-01-01/0110250000/0515 17,500
小学校施設改修事業債

名　　　　　　　称
充 当 額

27,580
-12,700

100.0

構成比(%)

1,890
0.0 36.5

査定額 増減額

0-7,190 -7,400 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

81.8
18.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

51,028 40,280 53,305

40,280

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

02

04

教育費

小学校費 299,922

  重点ヒアリング 連結区分１

51,028

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

40,280

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1,814 350

63.5構成比(%)
0

0 7,190

0.0

28,170
49,214 39,930 25,135 5,030

事業区分３

40,280

296,744 346,813

非主要

-12,700

27,580 -12,700

27,580

17,926

53,305

-12,700

869,680

869,680

314,670

-12,700

 連結区分３  

27,580

補助

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業27,580

 

51,028

51,028 53,305

学校建設費

０１０９０２０４

小学校施設改修事業費

小学校施設改修事業費 40,280 53,305

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

 

088

0
24,900

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

8,190
0 17,500 0 10,080

0



　　　・令和7年度　東小学校北棟及び渡り廊下屋上防水改修工事、末広小消火栓ポンプ設備等修繕工事

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

010

09

001

　　　　め、学校現場とその実情を十分共有することが重要になっている。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設改修事業費

教育総務課

04

所属

088

小学校施設改修事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　27,580千円

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　施設の長寿命化と安全安心な教育環境を整備することができる。

　　　・限られた財源の中で優先順位を付けて取り組んでおり、快適で安心・安全な学習環境の確保に
　　　　つながっている。しかし、財源が十分に確保できない中での改修箇所の増加に対応しているた

　　　・令和6年度　渋沢小学校渡り廊下屋上防水工事、南が丘小学校消防設備修繕工事
　　　　　　　　　 末広小学校消防設備修繕工事、鶴巻小学校消防設備修繕工事
　　　　　　　　　 堀川小学校空調設備設置工事
　　　　　　　　　 東小学校体育館ボルダリング設置委託（東財産区繰入金を全額充当）

　　　　　　　　　 本町小屋内運動場床改修工事

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　　　 ※　末広小学校屋内運動場屋根改修工事（補正により予算措置）

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　51,028千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　40,280千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　施設の長寿命化、質的改善及び機能向上を図るため、学校施設の改修工事を実施する。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-59-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０４

教育費

学校建設費

項 02

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３小学校施設改修事業費

教育総務課

04

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・緊急度や財源確保策の検討などに努めながら施設の老朽化対策を行っていく。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　22,200千円増
　　　・工事請負費　34,900千円減

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　　該当なし

事業１

（1） 増減理由
　　　・空調設備を整備するにあたり、設計委託を実施することによる増
　　　・令和8年度対象工事に係る積算の昨年比が減少したことによる減

　　　・特別教室空調設備設置委託業務
　　　・渋沢小学校消防設備消火栓ポンプ修繕工事

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

088

小学校施設改修事業費

-60-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０４

教育費

学校建設費

項 02



（単位：千円）

-63-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
役務費                           
委託料                           

11
12

節
1,643 -2

1,878

 44

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-08-01-10/7010250000/0505 44
市町村立学校働き方改革加速化補助金（補助率１／３・１／２・１

名　　　　　　　称
充 当 額

99.9

査定額 増減額

0
45,541
1,876
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

3.6
96.4

0.0
1,832

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

中学校費 163,706

175,132

089 153,315 158,111 175,132

158,111

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的200,807

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

137,664

40,664

09

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.1
44

39,057 42,020 45,216 43,898

国庫支出金 県支出金

1,607 1,645

0.0
0

1,853

43,665

 連結区分３  

事業区分３

165,091 390,507

 

11,713

169,824 11,713

150,351

43,665 47,069 45,541

869,680

869,680

365,898

169,824

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

12,687

1,876

一般会計

政策的経費事業  

153,315

133,730 156,244

学校管理費

０１０９０３０１

中学校施設管理費

設備等保守管理費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

43,665
44 0 0 45,497

0
0

0



　　　　さらなる経費の削減が難しくなってきている。

（1） 増減理由
　　　・委託料について

款

目

010

09

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

089

設備等保守管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　45,541千円

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　保守点検の実施により、設備の修繕箇所等を把握し、対応することで施設の安全性を保つことができる。

      　いく。

　　・令和6年度　中学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託
　　・令和7年度　中学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・中学校設備の管理上必要な保守点検等並びに学校施設の機械警備及び学校業務員業務の委託を引き続き実施して

　　　・可能な限り経費節減を図り、必要最小限の予算計上としているが、人件費の上昇や施設の老朽化に伴い、

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　40,664千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：　43,665千円

      ・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立中学校（9校）において、管理上必要な設備の法定検査等を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

      取り組む。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・各点検の指摘事項について、本課技術職員による精査及び現場確認を踏まえ、優先順位をつけ、効率的な改善に

　　　　各種委託事業における労務単価等人件費高騰による増
        サクラ等危険樹木及び剪定を要する樹木の増加による増
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　1,878千円増

089

設備等保守管理費
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03



（単位：千円）

-69-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
委託料                           
原材料費                          

10
12
15

節

-1

15,618 4,952
-16

 0

23 48 45 47

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

19-01-01-03-07/0113300000/0505 0
ふるさと基金繰入金

名　　　　　　　称
充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
15,811
4,935
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

98.8
0.9
0.3

0.0
4,935

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

中学校費 163,706

175,132

089 153,315 158,111 175,132

158,111

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的200,807

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

002

137,664

13,680

09

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 162 146 146

国庫支出金 県支出金

13,657 10,666

0.0
0

18,781

10,876

 連結区分３  

事業区分３

165,091 390,507

 

11,713

169,824 11,713

150,351

10,876 18,972 15,811

869,680

869,680

365,898

169,824

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

12,687

4,935

一般会計

政策的経費事業  

153,315

133,730 156,244

学校管理費

０１０９０３０１

中学校施設管理費

施設維持補修費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 継続

10,876
0 0 0 15,811

0
0

0



　　　・学校施設の老朽化に伴い、予定外の緊急を要する修繕が生じており、計画的な修繕が難しくなってきている。

（1） 増減理由
　　　・修繕料経年劣化箇所の増加による増

款

目

010

09

002

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

089

施設維持補修費事業２

　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：　10,876千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　老朽化した施設等の維持補修を行うことにより、施設の長寿命化が図られるとともに、施設の安全性を

　　　・施設点検による指摘や設備等の経年劣化による故障対応等について、適切かつ効率的な修繕を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　  ・令和6年度　学校施設の維持管理上必要な修繕等の実施
　　  ・令和7年度　学校施設の維持管理上必要な修繕等の実施 

　　　・可能な限り技術補助員により修繕を行うことで経費削減に努めている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　  保つことができる。
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　13,680千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　15,811千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　老朽化した施設等の修繕等を行い、施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立中学校（9校）における施設及び設備の修繕等
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



款

目

010

09

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

        優先順位を定め、効率的な修繕を行う。また、可能な部分については職員で修繕を行い、経費削減に
        努めていく。

８　その他

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・設備等保守管理費で実施した保守点検等で上がった指摘事項については、実態を確認したうえ

　　　・委託料執行実績による減
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・修繕料　5,006千円増
　　　・委託料　16千円減

089

施設維持補修費
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03



（単位：千円）

-74-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

-50
17,747 18,313 18,323 18,323

63,160 5,639
277

10

0

199 250 200 200

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

87,644
5,876
100.0

構成比(%)

5,876
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

72.1
6.8
0.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

153,315 158,111 175,132

158,111

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

03

01

教育費

中学校費 163,706

  重点ヒアリング 連結区分１

77,049

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

003

137,664

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

53,507 57,521

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

64,508
5,595 5,684 5,817 5,961

20.9

事業区分３

81,768

165,091 390,507

非主要

11,713

169,824 11,713

150,351

200,807

175,132

5,876

869,680

869,680

365,898

12,687

 連結区分３  

169,824

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業87,644

 

153,315

133,730 156,244

学校管理費

０１０９０３０１

中学校施設管理費

施設維持管理費 81,768 88,848

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

 

089

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

81,768
0 0 0 87,644

0



　　　ついては、昨今の猛暑等による空調使用の増加により、使用料が増加傾向にある。

（1） 増減理由
　　　・白灯油の実績及び単価の上昇による増

款

目

010

09

003

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

089

施設維持管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　87,644千円

　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　教育振興基本計画、公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　安全・安心な学校運営を遂行することができる。

　　　・電気料等高騰の動向を踏まえ、節電や節水等を呼びかけながら適切な予算執行に努める。

　　・令和6年度　学校施設の維持管理に必要な経費の支出
　　・令和7年度　学校施設の維持管理に必要な経費の支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　引き続き、機器の使用や省エネ対策に係る適切な運用について、各校に徹底していく。　　　

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　・校舎等ＬＥＤ照明への転換に伴い、電気料の削減を図ることができたが、プロパンガスに

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：  77,049千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：　81,768千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　適切な施設の維持管理を行うことで円滑な学校運営を行う。
　　　　・内　　容　市立中学校（9校）における施設の維持管理
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



款

目

010

09

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）  40,208千円（40,208千円）
　　　　・内　容　電気料金のうち、再生可能エネルギー由来相当額（「ゼロカーボンシティ」に資する取組）
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　　　適切な予算を確保する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・学校に対して、節電や節水等の取組の周知徹底を図るとともに、学校運営に支障をきたさないよう

　　　・電気料金の最終保障契約単価での積算による増
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・燃料費　2,253千円増
　　　・光熱水費　3,447千円増

089

施設維持管理費
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
使用料及び賃借料                      13

節
1,355 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

1,355
0

100.0

構成比(%)

0
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

153,315 158,111 175,132

158,111

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

03

01

教育費

中学校費 163,706

市 重点ヒアリング 連結区分１

2,337

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

004

137,664

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1,026 1,355

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

1,355

事業区分３

1,355

165,091 390,507

 

11,713

169,824 11,713

150,351

200,807

175,132

0

869,680

869,680

365,898

12,687

 連結区分３  

169,824

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業1,355

 

153,315

133,730 156,244

学校管理費

０１０９０３０１

中学校施設管理費

安全確保対策事業費 1,355 1,355

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

089

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

1,355
0 0 0 1,355

0



（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）     

款

目

010

09

004

　　　

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

089

安全確保対策事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　1,355千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）

　　　　　　　　　　４　質の高い教育をみんなに
（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　・令和6年度　防犯カメラ設置による不法行為の抑止
　　・令和7年度　防犯カメラ設置による不法行為の抑止

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止（画像監視カメラ録画装置保守点検委託及び新規賃貸借）

　　　・防犯カメラの設置により、事件事故の発生抑止に努めた。

　　　　・効　果　防犯対策及び防犯設備等の整備により安全安心な教育環境を整備することができる。
　　　　・目標値　該当なし

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　  2,337千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：　　1,355千円　

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　生徒が安全・安心な学校生活を送れるようにする。
　　　　・内　　容　防災・防犯対策及び防犯設備等の整備
　　　　・ＳＤＧｓ　３　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-81-

当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・非構造部材の耐震化等、施設の安全対策に努める。
　　　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止を行う。

089

安全確保対策事業費

-82-

当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03



（単位：千円）

-84-

令和 8年 2月17日

計

1.00 198 198 198
3,431 3,617 3,382 -49

617 581 551 -66
2,081 2,186 2,186 105

9,671
498

2,176
3,248

187

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

備品購入費                         

12
13

報償費                           
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
07
10
11

使用料及び賃借料                      
17

節

-8
1,742 1,962 1,957 1,456

1,434 -293
-108

-506

 0

80 45 37 37

9,896

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

19-01-01-03-07/0113300000/0505 0
ふるさと基金繰入金

名　　　　　　　称
充 当 額

100.0

査定額 増減額

-900
19,473

-974
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

7.4
3.0

49.5

0.2

0.0
-74

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

中学校費 163,706

175,132

089 153,315 158,111 175,132

158,111

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的200,807

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

20,447

19,585

09

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

542 688 580 580

国庫支出金 県支出金

1,441 1,727

0.0
0

1,434

8,298 9,649 -247
7.5

20,447

2.8
11.2
17.4

 連結区分３  

事業区分３

165,091 390,507

非主要

11,713

169,824 11,713

19,473

20,447 18,888 19,473

869,680

869,680

365,898

169,824

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-974

-974

一般会計

政策的経費事業  

153,315

19,585 18,888

学校管理費

０１０９０３０１

中学校運営経費

中学校運営費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

19,547
0 0 0 19,473

900
0

0



　　・令和7年度　各学校の実情に合わせ予算を有効に配分するため、学校配当に枠配分方式を導入し、円滑な学校運営を支

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

020

09

001

　分に留意する必要がある。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校運営経費

教育総務課

01

所属

089

中学校運営費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　19,585千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　財政状況を踏まえ、可能な限り学校経費の節減に取り組んでいるが、このことにより学校運営に支障をきたさないよう十

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　各学校の実情に合わせ予算を有効に配分するため、学校配当に枠配分方式を導入し、円滑な学校運営を支
　　　　　　 　援した。また、古くなった学校用印刷機を入れ替えにあわせ、機能を高度化し、教職員の事務の効率化を図

　　　　　　 　援した。また、古くなった学校用印刷機を入れ替えにあわせ、機能を高度化し、教職員の事務の効率化を図
　　　　　　　 るとともに、破損した生徒用机椅子の交換をし、快適な学習環境を整備した。

　　　　　　　 るとともに、破損した生徒用机椅子の交換をし、快適な学習環境を整備した。

　　　　・効　　果　備品や机・椅子の購入により安全な教育環境を整備するとともに、事務機器の導入等により教職員の事務
　　　　　　　　　の効率化を図ることができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　20,447千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　19,473千円

　　　　・目　　的　円滑な学校運営に資する。
　　　　・内　　容　中学校の管理運営に必要な経費
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校運営経費

教育総務課

01

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、全校との予算要望ヒアリング等により、必要最小限の予算計上に努めていく。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      ・報酬293千円減、職員手当108千円減
　　　・備品購入費198千円増

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし

　　　　該当なし

事業１

（1） 増減理由
　　　臨時学校業務員の勤務日数の見直しによる報酬等の減、シュレッダー購入による増

　　備品整備に当たっては、全校との予算要望ヒアリングを実施し、他校等で不要となった備品を必要な学校で活用するなど
　経費削減に努めている。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

089

中学校運営費
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03



（単位：千円）

-92-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
委託料                           
工事請負費                         

12
14

節
61,060 60,740

128,354

 167,100

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

22-01-07-02-01/0110250000/0515 167,100
中学校施設改修事業債

名　　　　　　　称
充 当 額

14.8

査定額 増減額

0
196,074
189,094

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

31.1
68.9

0.0
26,894

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

教育費

中学校費 163,706

215,375

092 10,391 6,980 215,375

6,980

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的200,807

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 中学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

6,980

10,391

09

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

9,958 6,660 150,095 135,014

国庫支出金 県支出金

59 320

85.2
162,200

65,280

6,980

 連結区分３  

事業区分３

165,091 390,507

非主要

189,094

196,074 189,094

196,074

6,980 215,375 196,074

869,680

869,680

365,898

196,074

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

189,094

189,094

一般会計

  

10,391

10,391 215,375

学校建設費

０１０９０３０４

中学校施設改修事業費

中学校施設改修事業費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

2,080
0 167,100 0 28,974

0
0

4,900



　　　・限られた財源の中で優先順位を付けて取り組んでおり、快適で安心・安全な学習環境の確保に

　　　　渋沢中学校校長室等空調設備更新工事、本町中学校挌技室改修工事、
　　　　北中学校管理教室棟外壁改修工事

款

目

010

09

001

　　　・南が丘中学校消火栓ポンプ設備等修繕工事、渋沢中学校消火栓ポンプ設備等修繕工事、

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設改修事業費

教育総務課

04

所属

092

中学校施設改修事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：196,074千円　

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　施設の長寿命化と安全安心な教育環境を整備することができる。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・屋内運動場及び特別教室空調設備設置設計委託業務

　　　・令和6年度　西中学校音楽室床改修工事、南中学校ＰＡＳ改修工事、
　　　　　　　　　 渋沢中学校受信機更新工事、東中学校受信機更新工事
　　　・令和7年度　渋沢中学校挌技室床改修工事

　　　　つながっている。しかし、財源が十分に確保できない中での改修箇所の増加に対応しているた
　　　　め、学校現場とその実情を十分共有することが重要になっている。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）： 10,391千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：  6,980千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　施設の長寿命化、質的改善及び機能向上を図るため、学校施設の改修工事を実施する。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-93-

当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０４

教育費

学校建設費

項 03

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３中学校施設改修事業費

教育総務課

04

所属

事業２

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

　　　・工事請負費　128,354千円増

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・緊急度や財源確保策の検討などに努めながら施設の老朽化対策を行っていく。

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

　　　・令和8年度対象工事に係る積算の昨年比が増加したことによる増
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　60,740千円増

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・空調設備を整備するにあたり、設計委託を実施することによる増

092

中学校施設改修事業費

-94-

当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０４

教育費

学校建設費

項 03



（単位：千円）

-97-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
役務費                           
委託料                           

11
12

節
502 14

1,104

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

9,601
1,118
100.0

構成比(%)

1,118
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

5.2
94.8

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

116,302 133,953 138,340

133,953

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

04

01

教育費

幼稚園費 116,907

市 重点ヒアリング 連結区分１

7,690

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

18,471

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

466 488

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

518
7,224 7,995 9,199 9,099

事業区分３

8,483

133,953 165,222

 

4,221

138,174 4,221

19,519

28,785

138,340

1,118

869,680

869,680

162,738

1,048

 連結区分３  

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業9,601

 

116,302

17,893 19,741

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園施設管理費

設備等保守管理費 8,483 9,717

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

 

093

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

8,483
0 0 0 9,601

0



　　　　さらなる経費の削減が難しくなってきている。

（1） 増減理由
　　　・幼稚園業務員業務委託の新規長期継続契約の設計による増

款

目

010

09

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

093

設備等保守管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　 9,601千円

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　保守点検の実施により、設備の修繕箇所等を把握し、対応することで施設の安全性を保つことができる。

      　いく。

　　・令和6年度　幼稚園設備の管理上必要な保守点検等並びに幼稚園施設の機械警備及び幼稚園業務員業務の委託
　　・令和7年度　幼稚園設備の管理上必要な保守点検等並びに幼稚園施設の機械警備及び幼稚園業務員業務の委託 

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・幼稚園設備の管理上必要な保守点検等並びに園施設の機械警備及び園業務員業務の委託を引き続き実施して

　　　・可能な限り経費節減を図り、必要最小限の予算計上としているが、人件費の上昇や施設の老朽化に伴い、

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　 7,690千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 8,483千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立幼稚園（6園）において、管理上必要な設備の法定検査等を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-98-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

事業１

　　　・各点検の指摘事項について、本課技術職員による精査及び現場確認を踏まえ、優先順位をつけ、効率的な改善に
      取り組む。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　1,104千円増 

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

093

設備等保守管理費

-99-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-102-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
原材料費                          

10
15

節
1,910 -352

-2

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

1,930
-354

100.0

構成比(%)

-354
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

99.0
1.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

116,302 133,953 138,340

133,953

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

04

01

教育費

幼稚園費 116,907

市 重点ヒアリング 連結区分１

2,297

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

002

18,471

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

2,297 2,262

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

1,950
0 22 20 20

事業区分３

2,284

133,953 165,222

 

4,221

138,174 4,221

19,519

28,785

138,340

-354

869,680

869,680

162,738

1,048

 連結区分３  

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業1,930

 

116,302

17,893 19,741

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園施設管理費

施設維持補修費 2,284 1,970

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

ハード事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

093

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

2,284
0 0 0 1,930

0



　　　・幼稚園施設の老朽化に伴い、突発的な緊急を要する修繕が生じており、計画的な修繕が難しくなってきている。

（1） 増減理由
　　　・修繕箇所の見直し等による減

款

目

010

09

002

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

093

施設維持補修費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 2,284千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　老朽化した施設等の維持補修を行うことにより、施設の長寿命化が図られるとともに、施設の安全性を

　　　・施設点検による指摘や設備等の経年劣化による故障対応等について、適切かつ効率的な修繕を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　幼稚園施設の維持管理上必要な修繕等の実施
　　・令和7年度　幼稚園施設の維持管理上必要な修繕等の実施 

　　　・可能な限り技術補助員により修繕を行うことで経費削減に努めている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　  保つことができる。
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　 2,297千円

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：   1,930千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　老朽化した施設等の修繕等を行い、施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　市立幼稚園（6園）における施設及び設備の修繕等
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-103-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

010

09

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

　　　・設備等保守管理費で実施した保守点検等で上がった指摘事項については、実態を確認したうえ
　　　　優先順位を定め、効率的な修繕を行う。また、可能な部分については職員で修繕を行い、経費削減に
　　　　努めていく。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・修繕料　342千円減

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

093

施設維持補修費

-104-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-106-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

100
1,465 1,496 1,451 1,451

5,155 168
61

-45

 705

348 100 200 200

子育てのための施設等利用給付負担金（負担率１／２）
260

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

13-01-03-01-01/7010100000/0505 104
幼稚園型一時預かり個人負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

90.7

査定額 増減額

-49
7,571

284
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

68.1
10.1
2.6

0.0
187

1.4

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

幼稚園費 116,907

138,340

093 116,302 133,953 138,340

133,953

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

003

18,471

7,519

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
314本年度予算額

増減額
構成比(%)

74

240 215

4.1 3.8
72

758 704 714 765

国庫支出金 県支出金

4,948 4,987

0.0
0

0

5,272
26016-02-02-02-54/0135100000/0505

19.2
子ども・子育て支援交付金（交付率１／４・１／３）
19-01-01-03-07/0113300000/0505

7,287
15-01-01-02-21/0135200000/0505

15-02-02-02-07/0135100000/0505

ふるさと基金繰入金

子育てのための施設等利用給付負担金（負担率１／４）

子ども・子育て支援交付金（交付率１／３・１／２）

 連結区分３  

事業区分３

2716-01-01-02-10/0135200000/0505

54

133,953 165,222

非主要

4,221

138,174 4,221

19,519

7,287 7,637 7,571

869,680

869,680

162,738

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,048

284

一般会計

  

116,302

17,893 19,741

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園施設管理費

施設維持管理費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

6,679
287 0 0 6,866

153
104

0



      幼稚園間の統一したルールを周知、徹底を図る必要がある。

　　　・電気料金の使用量実績による増
      ・実績に基づく見直しによりプロパンガス、公共下水道等使用料の減

款

目

010

09

003

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

093

施設維持管理費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：  7,571千円

　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　教育振興基本計画、公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　安全・安心な園運営を遂行することができる。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

　　・令和6年度　幼稚園施設の維持管理に必要な経費の支出
　　・令和7年度　幼稚園施設の維持管理に必要な経費の支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　　・電気料等高騰の動向を踏まえ、節電や節水等を呼びかけながら適切な予算執行に努める。

　　・空調の使用方法や節電に対する意識について、さらなる啓発を行い、

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：  7,519千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：  7,287千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　

　　　　・目　　的　適切な施設の維持管理を行うことで円滑な園運営を行う。
　　　　・内　　容　市立幼稚園（6園）における施設の維持管理
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-107-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

010

09

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・園に対して、節電や節水等の取組の周知徹底を図るとともに、園運営に支障をきたさないよう
　　　　適切な予算を確保する。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・光熱水費　95千円増
　　　・使用料及び賃借料　45千円減

093

施設維持管理費

-108-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-112-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
使用料及び賃借料                      13

節
417 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
417

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

幼稚園費 116,907

138,340

093 116,302 133,953 138,340

133,953

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

004

18,471

387

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

208 417

0.0
0

417

417

 連結区分３  

事業区分３

133,953 165,222

 

4,221

138,174 4,221

19,519

417 417

869,680

869,680

162,738

1,048

0

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

政策的経費事業  

116,302

17,893 19,741

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園施設管理費

安全確保対策事業費 417

01

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業新規

417
0 0 0 417

0
0

0

929,702



（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

093

安全確保対策事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：   417千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）

　　　　　　　　　　４　質の高い教育をみんなに
（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

 　 　・令和6年度　防犯カメラ賃借及び保守点検の実施
　  　・令和7年度　防犯カメラ賃借及び保守点検の実施

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
  　　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止（画像監視カメラ録画装置保守点検委託及び新規賃貸借）

  　　・防犯カメラの設置により、事件事故の発生抑止に努めた。

　　　　・効　果　防犯対策及び防犯設備等の整備により安全安心な教育環境を整備することができる。
　　　　・目標値　該当なし

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　 387千円
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 417千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　園児が安全・安心な学校生活を送れるようにする。
　　　　・内　　容　防災・防犯対策及び防犯設備等の整備
　　　　・ＳＤＧｓ　３　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-113-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

010

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設管理費

教育総務課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
  　　・園児が安全安心に過ごすことができる教育環境を構築する。
　  　・防犯カメラ設置による不法行為の抑止を行う。

093

安全確保対策事業費

-114-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-116-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報償費                           07

節
228 3

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
228

3
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
3

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

幼稚園費 116,907

138,340

093 116,302 133,953 138,340

133,953

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

002

115,482

246

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

246 225

0.0
0

228

225

 連結区分３  

議会監査市民事業区分３現状で実施

133,953 165,222

非主要

4,221

138,174 4,221

118,655

225 228 228

869,680

869,680

162,738

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

3,173

3

一般会計

政策的経費事業  

116,302

98,409 118,599

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園運営費

幼稚園教育活動推進事業費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

225
0 0 0 228

0
0

0



　　　　　　　 した各種事業を実施する。

　を実施する。

款

目

020

09

002

　　英語・音楽・絵画・体操指導のほか地域の教育力を生かした体験活動や自然体験など、各園の特色を生かした各種事業

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

093

幼稚園教育活動推進事業費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　246千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　英語・音楽・絵画・体操指導のほか地域の教育力を生かした体験活動や自然体験など、各園の特色を生か
　　　　　　　 した各種事業を実施する。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　すぐに成果が表れる訳ではなく、直接的な効果が見えにくいため、事業の評価が難しい面がある。

　　・令和7年度　英語・音楽・絵画・体操指導のほか地域の教育力を生かした体験活動や自然体験など、各園の特色を生か

　　　　・効　　果　専門家による音楽指導や体育指導、地域との交流や自然体験を通して、子どもたちの豊かな感性を育むこ
　　　　　　　　　とができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　225千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　228千円

　　　　・目　　的　様々な活動を取り入れ、教育活動の充実を図ることにより、子どもの健やかな成長を育む。
　　　　・内　　容　地域の特色や各園の工夫を生かした教育活動を行う。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-117-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

020

09

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

事業２

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　教育研究費の調査・研究等を通して教諭の教育力の向上を図ることにより、既存事業のうち園教諭により対応可能な事業
　を精査するとともに、自由な発想により、さらに特色ある事業の展開が図れるよう努めていく。

　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　該当なし

事業１

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      報償費3千円増

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　報償費の増

093

幼稚園教育活動推進事業費

-118-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-120-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            
需用費                           

01
08
10

節

-3

11,954 208
-9

 8,706

74 64 61 61

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

13-01-03-01-01/7010100000/0505 1,291
幼稚園型一時預かり個人負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

12,250
196

100.0

構成比(%)

子育てのための施設等利用給付負担金（負担率１／２）
3,207

349
10.6 28.9

査定額 増減額

-27694 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

97.6
1.9
0.5

0.0

区　　分
その他

一般財源

４－１－１

地方債 使用料・手数料
計

116,302 133,953 138,340

133,953

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

04

01

教育費

幼稚園費 116,907

市対象外重点ヒアリング 連結区分１

9,741

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

020

003

115,482

事業性質区分 主体区分

28.9

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
3,875本年度予算額

国庫支出金 県支出金

9,514 11,746

0.0構成比(%)
29

3,846 3,446

31.6

11,954
3,20716-02-02-02-54/0135100000/0505153 244 235 235

子育てのための施設等利用給付負担金（負担率１／４）

子ども・子育て支援交付金（交付率１／３・１／２）

子ども・子育て支援交付金（交付率１／４・１／３）

事業区分３

12,054
15-01-01-02-21/0135200000/0505

15-02-02-02-07/0135100000/0505

133,953 165,222

非主要

4,221

138,174 4,221

118,655

28,785

138,340

196

869,680

869,680

162,738

3,173

33316-01-01-02-10/0135200000/0505

668

 連結区分３  

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業12,250

 

116,302

98,409 118,599

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園運営費

幼稚園型一時預かり事業費 12,054 12,250

前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060 929,70201

前年当初額 要求額

 継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

093

1,291
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

3,195
3,540 0 0 3,544

1,567



　　　　　　　 　延べ利用回数　 7,488回（見込み）

　　保護者の就労やリフレッシュに対応するため、新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら、臨機応変かつ安定的・継
　続的な運営に努める。

款

目

020

09

003

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

093

幼稚園型一時預かり事業費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　9,741千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値

　がある。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　就労等により無償化の対象となる方に周知及び認定を行うとともに、子育て支援機能としての役割を務めた。
　　　　　　　 　延べ利用回数　 9,230回

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　新２号の認定を受けていないと利用できないなどの誤った認識をしている保護者がいるため、制度の正しい周知を図る必要

　　・令和7年度　就労等により無償化の対象となる方に周知及び認定を行うとともに、子育て支援機能としての役割を務めた。

　　　　・効　　果　一時預かり事業の実施により、子どもたちの異年齢交流を促進するとともに、保護者の就労やリフレッシ
　　　　　　　　　ュの一助となる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 12,054千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 12,250千円

　　　　・目　　的　多様化するライフスタイルや保育ニーズの高まりに対応した子育て支援の充実を図る。
　　　　・内　　容　教育時間終了後及び長期休業中に在園児を預かる。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-121-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

020

09

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

事業２

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　該当なし　

　　　単価の増加による報酬費208千円増

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　より利用しやすい環境としていくため、保護者ニーズの把握に努め、利用時間も含めて、研究していく。

（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　該当なし

事業１

　　　会計年度任用職員報酬の増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　延べ利用回数 　 7,150回（見込み）

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

093

幼稚園型一時預かり事業費

-122-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-125-

令和 8年 2月17日

計

0.4
112 101 106 106 5 0.1

461 461 431 -30
59 59 59 0

1,948 1,717 1,802 -146
1,481 1,479 1,471 -10

970
2,604
1,262

366
392

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

使用料及び賃借料                      
負担金、補助及び交付金                   

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

18

委託料                           
13

節

495
261 147 162 174

60,686 2,004
401

27

0

11,598 15,096 15,591 15,591

1,091

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
106,177

2,974
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

57.1
23.1

1.2

14.7

0.0
2,974

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

幼稚園費 116,907

138,340

093 116,302 133,953 138,340

133,953

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

004

115,482

88,422

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

19,314 24,137 24,538 24,538

国庫支出金 県支出金

51,396 58,682

0.0
0

60,686

1,322 1,319 228
0.2

103,203

1.7
1.4
0.1

 連結区分３  

事業区分３

133,953 165,222

非主要

4,221

138,174 4,221

118,655

103,203 106,121 106,177

869,680

869,680

162,738

138,174

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

3,173

2,974

一般会計

義務的経費事業  

116,302

98,409 118,599

幼稚園総務費

０１０９０４０１

幼稚園運営費

運営事務費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

103,203
0 0 0 106,177

0
0

0



　　・令和7年度　各園の実情に合わせ予算を有効に配分するため、園配当に枠配分方式を導入し、円滑な園運営を支援し

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

020

09

004

　に留意する必要がある。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

093

運営事務費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　88,422千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

（2） 効果・目標値

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　財政状況を踏まえ、可能な限り園経費の節減に取り組んでいるが、このことにより園運営に支障をきたさないよう十分

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　各園の実情に合わせ予算を有効に配分するため、園配当に枠配分方式を導入し、円滑な園運営を支援し
　　　　　　　 た。また、欠席連絡機能等を有するアプリを導入し、幼稚園教諭の負担軽減及び保護者の利便性向上を図

　　　　　　　 た。また、引き続き欠席連絡機能等を有するアプリを活用することにより、幼稚園教諭の負担軽減及び保
　　　　　　　 護者の利便性向上を図った。

　　　　　　　 った。

　　　　・効　　果　備品等の購入により安全な教育環境を整備するとともに、事務機器の導入等により教職員の事務の効率
　　　　　　　 　 化を図ることができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策211　教育水準の改善・向上に向けたこどもたちの新たな学びの推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 103,203千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 106,177千円

　　　　・目　　的　円滑な園運営に資する。
　　　　・内　　容　幼稚園の管理運営に必要な経費
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-126-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04

事業１



款

目

020

09

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園運営費

教育総務課

01

所属

事業２

　　　　　　　　便性向上を図る。

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、全園との予算要望ヒアリング等により、必要最小限の予算計上に努めていく。

　　　加配教諭等の人件費単価の増

　　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・報酬2,004千円増、職員手当401千円増、共済費495千円増

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　1,301千円（1,301千円）
　　　　・内　容　欠席連絡機能等を有するアプリを継続して活用することにより、幼稚園教諭の負担軽減及び保護者の利

（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　備品整備に当たっては、全園との予算要望ヒアリングを実施し、他園等で不要となった備品を必要な園で活用するなど
　経費削減に努めている。
　　また、引き続き欠席連絡機能等を有するアプリを活用することにより、幼稚園教諭の負担軽減及び保護者の利便性向上
　を図る。

093

運営事務費

-127-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０１

教育費

幼稚園総務費

項 04



（単位：千円）

-135-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
委託料                           12

節
504 504

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
504
504

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
504

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

教育費

幼稚園費 116,907

162

094 0 0 162

0

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

003

0

0

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0
0

162

0

 連結区分３  

事業区分３

869,680

869,680

162,738

504

 

504

504

504

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業504

504

504

504

政策的経費事業  

0

0 162

保健給食費

０１０９０４０２

幼稚園給食事業費

幼稚園給食支援事業費 0

01

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

一般会計

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

0 0 0 504
0
0

0 0

929,702

162

133,953 165,222



　　・令和7年度　該当なし

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

款

目

020

09

003

　　安全・安心で、園児が喜ぶ安定した給食の提供

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園給食事業費

教育総務課

02

所属

094

幼稚園給食支援事業費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　食を通じた心身ともに健全な園児の育成
　　　　・目 標 値　園児が安心して継続的に食べることができる給食の提供

　　　　　　　　　　２　飢餓をゼロに
　　　　　　　　　　３　すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　504千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　該当なし

　　・令和6年度　該当なし

　　　　　　　　　１２　つくる責任　つかう責任

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　学校教育法、健康増進法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策112　地域に根ざした食育の推進）、はだの行政サービス改革基本方針

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　

　　　　・目　　的　保護者の負担を求めることなく、給食の質と量を確保する。
　　　　・内　　容　上幼稚園の給食費を小学校と同水準で支援する。
　　　　・ＳＤＧｓ　１　貧困をなくそう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-136-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０２

教育費

保健給食費

項 04

事業１



款

目

020

09

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園給食事業費

教育総務課

02

所属

事業２

　　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　小学校給食における対応を踏まえて検討していく。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　該当なし

事業１

　　　新規計上のため過去の実績なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（1） 増減理由
　　　新規計上

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

094

幼稚園給食支援事業費

-137-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０２

教育費

保健給食費

項 04



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
委託料                           
工事請負費                         

12
14

節
120 120

23,940

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
24,060
24,060
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.5
99.5

0.0
24,060

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

教育費

幼稚園費 116,907

26,720

095 605 0 26,720

0

現段階出力 段階

245,695

245,695 目
的28,785

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

30 幼稚園費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

0

605

09

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

605 0 26,600 23,940

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0
0

120

0

 連結区分３  

事業区分３

133,953 165,222

非主要

24,060

24,060 24,060

24,060

0 26,720 24,060

869,680

869,680

162,738

24,060

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

24,060

24,060

一般会計

  

605

605 26,720

幼稚園建設費

０１０９０４０３

幼稚園施設改修事業費

幼稚園施設改修事業費

929,70201

前年当初額 要求額前々年度決算額

929,702603,060

623,985

623,985

教育総務課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010100000

会計

所属

603,060

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 24,060

0
0

0



　　　　つながっている。しかし、財源が十分に確保できない中での改修箇所の増加に対応しているた

（1） 増減理由
　　　・令和8年度対象工事に係る積算の昨年比が増加したことによる増

款

目

010

09

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設改修事業費

教育総務課

03

所属

095

幼稚園施設改修事業費事業２

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 24,060千円　

　　　　・根拠法令　消防法、水道法、建築基準法、浄化槽法、電気事業法等
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策213　次世代を見据えた教育基盤の整備）
　　　　　　　　　　公共施設再配置計画、公共施設保全計画

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　施設の長寿命化と安全安心な教育環境を整備することができる。

　　　・本町幼稚園北園舎解体工事

　　　・令和6年度　旧ほりかわ幼稚園受水槽撤去工事
　　　・令和7年度　なし

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　め、学校現場とその実情を十分共有することが重要になっている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　・限られた財源の中で優先順位を付けて取り組んでおり、快適で安心・安全な学習環境の確保に

　　　　・目標値　該当なし
（3） 根拠法令・計画等

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　　605千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：  　　0千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：

　　　　・目　　的　施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な教育環境を整備する。
　　　　・内　　容　施設の長寿命化、質的改善及び機能向上を図るため、学校施設の改修工事を実施する。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-140-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０３

教育費

幼稚園建設費

項 04

事業１



款

目

010

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010100000

事業３幼稚園施設改修事業費

教育総務課

03

所属

事業２

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　・緊急度や財源確保策の検討などに努めながら施設の老朽化対策を行っていく。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・委託料　120千円増
　　　・工事請負費　23,940千円増

095

幼稚園施設改修事業費

-141-

当 初 予 算

幼稚園費

０１０９０４０３

教育費

幼稚園建設費

項 04
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